
 
 

令和６年９月 第３回市議会定例会 

議案等概要 

 

１ 日  程 

（１） 招 集 告 示        ８月 ２３日（金） 

（２） 開 会        ９月  ３日（火） 

２  提出案件 

(１) 報 告           ８件 

   １ 専 決 処 分          ３件 

 ２ 法人の経営状況          ３件 

   ３ 健全化判断比率等          ２件 

(２) 議       案          ２１件 

    １ 条      例          ８件 

   ２ 補 正 予 算          ５件 

   ３ 契約・財産の取得            ４件 

   ４ 市 道 の 認 定 等          ２件 

   ５ その他の単独議案          １件 

   ６ 人      事（最終日提出）   １件 

（３） 諮       問           １件 

        １ 人      事（最終日提出）   １件 

 

（４） 認       定           ４件 

        １ 決 算          ４件 

 

計               ３４件 

土 浦 市  
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提 出 案 件 一 覧 

報 告 

【専決処分 ３件】 

 １ 報告第２１号 専決処分の報告について（和解について） 

 ２ 報告第２２号 専決処分の報告について（和解について） 

 ３ 報告第２３号 専決処分の報告について（和解について） 

【法人の経営状況 ３件】 

１ 報告第２４号 一般財団法人土浦市産業文化事業団の令和５年度経営状況について 

２ 報告第２５号 一般財団法人土浦市農業公社の令和５年度経営状況について 

３ 報告第２６号 株式会社ラクスマリーナの令和５年度経営状況について 

【健全化判断比率等 ２件】 

 １ 報告第２７号 令和５年度決算に基づく健全化判断比率の報告について 

 ２ 報告第２８号 令和５年度決算に基づく資金不足比率の報告について 

 

議 案 

【条例 ８件】  

１ 議案第５８号 土浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号等の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正

について 

２ 議案第５９号 土浦市税条例の一部改正について 

３ 議案第６０号 土浦市手数料条例の一部改正について 

４ 議案第６１号 土浦市国民健康保険条例の一部改正について 

５ 議案第６２号 土浦市と茨城県信用保証協会との損失補償契約に基づく回収納付金を受け取る

権利の放棄に関する条例の一部改正について 

６ 議案第６３号 土浦市勤労青少年ホーム条例の廃止について 

７ 議案第６４号 土浦市生涯学習館条例の廃止について 

８ 議案第６５号 土浦市青少年の家条例の廃止について 

【補正予算 ５件】 

１ 議案第６６号 令和６年度土浦市一般会計補正予算（第２回） 

２ 議案第６７号 令和６年度土浦市駐車場事業特別会計補正予算（第１回） 

３ 議案第６８号 令和６年度土浦市国民健康保険特別会計補正予算（第１回） 

４ 議案第６９号 令和６年度土浦市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１回） 

５ 議案第７０号 令和６年度土浦市介護保険特別会計補正予算（第１回） 

 

【契約・財産の取得 ４件】 

１ 議案第７１号 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良建築主体工事請負契約の締結

について 
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２ 議案第７２号 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良電気設備工事請負契約の締結

について 

３ 議案第７３号 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良機械設備工事請負契約の締結

について 

４ 議案第７４号 財産の取得について（荒川沖消防署配置水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型）購入） 

 

【市道の認定等 ２件】 

１ 議案第７５号 市道の路線の認定について 

２ 議案第７６号 市道の路線の廃止について 

 

【その他の単独議案 １件】 

 １ 議案第７７号 茨城租税債権管理機構規約の一部変更に関する協議について 

 

【人事 １件】（最終日提出） 

１  議案第７８号 土浦市教育委員会委員の任命の同意について 

 

諮 問 

【人事 １件】（最終日提出） 

１  諮問第 １号 人権擁護委員候補者の推薦について 

 

認 定 

【決算 ４件】 

 １ 認定第 １号 令和５年度土浦市歳入歳出決算の認定について 

 ２ 認定第 ２号 令和５年度土浦市水道事業会計決算の認定について 

 ３ 認定第 ３号 令和５年度土浦市下水道事業会計決算の認定について 

 ４ 認定第 ４号 令和５年度土浦・かすみがうら土地区画整理一部事務組合一般会計歳入歳出 

                    決算の認定について 
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令和６年第３回市議会定例会 報告 
 

【専決処分 ３件】 

１ 報告第２１号 専決処分の報告について（和解について） 

道路管理瑕疵に係る物損事故の和解                    

 

２ 報告第２２号 専決処分の報告について（和解について） 

消防施設管理瑕疵に係る物損事故の和解                 

 

  

事故発生年月日 令和 6年 4月 8日(月) 午後 8時 30 分頃 

事 故 発 生 場 所 土浦市小野 1446 番地先 

相 手 方 
桜川市 

男性 

原 因 ・ 状 況 等 
相手方が市道新治北 640号線を走行中、道路の陥没箇所に右後輪が接触し、車

両の一部が破損した。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 54,045 円（相手方損害認定額 108,090 円×50％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 令和 6年 6月 12 日 

事故発生年月日 令和 6年 5月 29 日(水) 午前 9時 00 分頃 

事 故 発 生 場 所 土浦市内 

相 手 方 
土浦市 

男性 

原 因 ・ 状 況 等 
防火水槽標識の支柱が腐食により折れ、敷地内に駐車中であった相手方車両

に接触し、車両の一部が破損した。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 337,205 円（相手方損害認定額 337,205 円×100％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 令和 6年 7月 19 日 
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３ 報告第２３号 専決処分の報告について（和解について） 

公園管理瑕疵に係る物損事故の和解                   

 

 

  

事故発生年月日 令和 6年 6月 9日(日) 午前 11時 00分頃 

事 故 発 生 場 所 土浦市北神立町 3番地内 

相 手 方 
土浦市 

女性 

原 因 ・ 状 況 等 
相手方が神立公園内駐車場に駐車中、公園内の樹木の枝が落下し、車両の一部

が破損した。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 228,679 円（相手方損害認定額 228,679 円×100％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 令和 6年 8月 9日 
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【法人の経営状況 ３件】               

１ 報告第２４号 一般財団法人土浦市産業文化事業団の令和５年度経営状況について 

２ 報告第２５号 一般財団法人土浦市農業公社の令和５年度経営状況について 

３ 報告第２６号 株式会社ラクスマリーナの令和５年度経営状況について 

●決算状況                                 （単位：千円） 

法 人 事 業 の 概 要 主 な 決 算 状 況 

産業文化事業団 霞ケ浦文化体育会館、市民会館、亀城プ

ラザなどの施設の営業 

当期経常増減額      △24 

正味財産期末残高    3,313 

農業公社 農地利用集積事業と農地中間管理事業、

都市と農村の交流事業、地域特産農産物

の生産振興と販路拡大、施設の有効活用

と地域の活性化 

(一般会計)当期収支   △1,065 

    正味財産期末残高 54,796 

(特別会計)当期収支   △4,227 

    正味財産期末残高 37,954 

(法人会計)当期収支       0 

    正味財産期末残高   24 

ラクスマリーナ マリーナの事業の活性化、市民に親しま

れるマリーナづくり、遊覧船事業の魅力

化、マリーナ事業安定化に向けた取り組

み 

当期純利益        8,916 

当期純資産       56,870 

 

  

【参考】 経営状況を公表する法人（自治法第 221 条第 3項、第 243 条の 3第 2項） 

・資本金、基本金の 2分の 1以上を出資している法人（地方自治法施行令第 152 条） 

    ［出資の状況］ 

      産業文化事業団   3,000 千円 （出捐金、 同    100％） 

      農 業 公 社   50,000 千円 （出捐金、 同  83.3％） 

      ラクスマリーナ   30,000 千円 （出資金、 同   100％） 

毎事業年度の事業計画及び決算に関する書類（地方自治法施行令第 173 条）を提出 
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【健全化判断比率等 ２件】     

１ 報告第２７号 令和５年度決算に基づく健全化判断比率の報告について 

根 拠 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条 

内 容                                  （単位：％） 

 R5 指数 早期健全化基準 備 考 

実質赤字比率 －   11.73    

連結実質赤字比率 －   16.73    

実質公債費比率 5.8    25.0   R3～R5 3 ヵ年平均 

将来負担比率 2.9   350.0    

※比率のいずれかが早期健全化基準超過の場合 ⇒ 財政健全化計画を策定 
※実質赤字比率   ：一般会計＋公用先特別会計 
※連結実質赤字比率 ：水道事業会計及び下水道事業会計含む全会計 

※令和 4年度指数：実質公債費比率 5.1、将来負担比率 5.1 

 

２ 報告第２８号 令和５年度決算に基づく資金不足比率の報告について 

根 拠 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22条 

内 容                                  （単位：％） 

特別会計名 R5 指数 経営健全化基準 備 考 

農業集落排水事業 － 20.0  

水道事業 － 20.0  

下水道事業 － 20.0  

※資金不足比率が経営健全化基準超過の場合 ⇒ 経営健全化計画を策定 
※駐車場事業は、健全化法第 2条、地方財政法第6条及び同法施行令第 46条の 
規定により、公営企業とせず、資金不足比率を算定しない。 

※令和 4年度指数：資金不足比率 なし  
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令和６年第３回市議会定例会 議案 

 

 
【条例 ８件】 

１ 議案第５８号 土浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号等の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部改正について 

 

２ 議案第５９号 土浦市税条例の一部改正について  

 

３ 議案第６０号 土浦市手数料条例の一部改正について     

 

  

条 例 の 趣 旨 生活困窮者自立支援法等の改正に伴う改正 

条例の主な内容 ● 文言の整理 

 【改正前】       【改正後】 

 「進学準備給付金」 → 「進学・就職準備給付金」 

 ・就学援助に関する事務の追加 等 

● 条項ズレの整理 

施 行 期 日 公布の日（一部を除く） 

条 例 の 趣 旨 所得税法等の改正に伴う改正 

条例の主な内容 ● 条項ズレ及び文言の整理等 

施 行 期 日 令和 7年 4月 1日（一部を除く） 

条 例 の 趣 旨 
脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律等の改正に伴う改正 

条例の主な内容 ● 条項ズレ及び文言の整理等 

・原則全ての住宅・建築物について、省エネ基準適合が義務化 

・計画通知に対して指定確認検査機関による審査、検査等が可能 

施 行 期 日 令和 7年 4月 1日（一部を除く） 
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４ 議案第６１号 土浦市国民健康保険条例の一部改正について        

 

５ 議案第６２号 土浦市と茨城県信用保証協会との損失補償契約に基づく回収納付金を受

け取る権利の放棄に関する条例の一部改正について 

 

６ 議案第６３号 土浦市勤労青少年ホーム条例の廃止について  

 

７ 議案第６４号 土浦市生涯学習館条例の廃止について 

 

８ 議案第６５号 土浦市青少年の家条例の廃止について 

 

  

条 例 の 趣 旨 国民健康保険法の改正に伴う改正 

条例の主な内容 ● 健康保険証の廃止に伴う改正 

・健康保険証の返還に応じない者に対する 10万円以下の過料の規定の削除 

施 行 期 日 令和 6年 12 月 2日 

条 例 の 趣 旨 産業競争力強化法の改正に伴う改正 

主 な 内 容 ● 条項ズレの整理 

施 行 期 日 公布の日 

条 例 の 趣 旨 施設の閉館に伴う廃止 

施 行 期 日 令和 7年 4月 1日 

条 例 の 趣 旨 施設の閉館に伴う廃止 

施 行 期 日 令和 7年 4月 1日 

条 例 の 趣 旨 施設の閉館に伴う廃止 

施 行 期 日 令和 7年 4月 1日 
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☆予算総括表
（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

 一般会計 58,543,779 1,686,127 60,229,906

 特別会計　計 42,210,000 176,918 42,386,918

 駐車場事業 138,093 43,620 181,713

 国民健康保険 13,685,462 23,862 13,709,324

 後期高齢者医療 2,637,519 1,510 2,639,029

 介護保険 12,774,922 107,926 12,882,848

100,753,779 1,863,045 102,616,824

会　計　別

合　　計　（全会計）

一般会計歳入歳出予算
（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

国庫支出金 11,400,573 92,161 11,492,734

県支出金 4,386,280 10,854 4,397,134

繰入金 2,026,431 7,301 2,033,732

繰越金 300,000 1,573,811 1,873,811

諸収入 608,270 1,500 609,770

市債 2,520,696 500 2,521,196

58,543,779 1,686,127 60,229,906

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,250,180 1,643,928 7,894,108

民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24,498,821 11,872 24,510,693

農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　613,071 500 613,571

商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,097,689 750 1,098,439

土木費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,605,349 1,380 6,606,729

消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,049,288 5,313 2,054,601

教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,167,808 22,384 5,190,192

58,543,779 1,686,127 60,229,906

区　　　分

合　　計

合　　計

歳 入

歳 出

【補正予算 ５件】 

１ 議案第６６号 令和６年度土浦市一般会計補正予算（第２回） 

２ 議案第６７号 令和６年度土浦市駐車場事業特別会計補正予算（第１回） 

３ 議案第６８号 令和６年度土浦市国民健康保険特別会計補正予算（第１回） 

４ 議案第６９号 令和６年度土浦市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１回） 

５ 議案第７０号 令和６年度土浦市介護保険特別会計補正予算（第１回） 
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一　般　会　計　　　

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2　総務費 1　総務管理 08　財産管理 8,250 8,250 財産管理事業（管財課） 8,250

費 費

21　財政調 1,548,978 1,548,978 財政調整基金（財政課） 1,548,978
整基金費

2　徴税費 2　賦課費 86,700 86,700 0 物価高騰対応重点支援給付金給付事業（調整給付） 86,700
（課税課）

3　民生費 1　社会福祉 1 社会福祉 2,494 1,903 591 介護保険特別会計繰出金（財政課） 2,494
費 総務費

5　老人福祉 1,883 1,883 社会福祉協議会事業（高齢福祉課） 1,883
費

5,209 5,209 老人福祉センター等整備事業（高齢福祉課） 5,209

2　児童福祉 2　児童福祉 2,286 1,136 1,150 産後ケア事業（こども包括支援課） 2,286
費 対策費

5　農林水産 1　農業費 5　農業委員 500 500 0 機構集積支援事業（農業委員会） 500
業費 会費

6　商工費 1　商工費 2　商工業振 750 1,000 ▲ 250 わくわく茨城生活実現事業（商工観光課） 750
興費

7　土木費 2　道路橋梁 1　道路橋梁 500 500 0 急傾斜地崩壊対策事業（道路建設課） 500
費 総務費

4　都市計画 3　建築指導 880 660 220 建築物耐震化推進事業（建築指導課） 880
費 費

8　消防費 1　消防費 3　消防施設 5,313 5,313 消防庁舎整備事業（消防本部） 5,313

費

令和６年度第２回補正予算（令和６年第３回定例会）　概要

（単位：千円）

款 項 目 補正予算額
補正予算の財源内訳

備　　考

・旧本庁舎について、早期売却に向け、周辺の地権者との境界を確定さ
せるための測量に伴う委託料の増
　委託料　8,250千円

・決算剰余金を基金へ積み立てるための積立金の増
積立金　　1,873,811千円－300,000千円（当初予算額）－24,833千円（9
月補正で必要な一般財源）＝1,548,978千円

・電力・ガス・食料品等の物価高騰による負担増を踏まえた定額減税を
しきれないと見込まれる対象者への補足的な給付を行うための補助金
の増
　補助金　86,700千円

【歳入】
賦課費重点支援地方交付金(国庫支出金)　86,700千円

・介護保険特別会計の実績に伴う一般会計からの繰出金の増
　繰出金　2,494千円

【歳入】
低所得者保険料軽減負担金（国庫支出金）　1,269千円
低所得者保険料軽減負担金（県支出金）　634千円

・老人福祉センター「湖畔荘」の指定管理料について、人員変更による、
人件費の不足額を補てんするための委託料の増
　委託料　1,883千円

・ふれあいセンター「ながみね」の高圧ケーブル・PAS更新に伴う工事請
負費の増
　工事請負費　5,209千円

・産後ケア施設等の利用希望者が増加したことによる委託料の増
　委託料　2,286千円

【歳入】
母子保健衛生費補助金(国庫支出金)　1,136千円

・機構集積支援制度の支給を受けた者が、支給要件を満たさなくなった
ことにより、国への返還金が生じたことに伴う返還金の増
返還金　500千円

【歳入】
機構集積協力金返還金(雑入)　500千円

・移住支援金の支給を受けた者が、支給要件を満たさなくなったことに
より、国・県への返還金が生じたことに伴う返還金の増
　返還金　750千円

【歳入】
わくわく茨城生活実現事業費補助金返還金（雑入）　1,000千円

・事業主体である茨城県の事業費の変更に伴う負担金の増
　負担金　500千円

・耐震診断の希望者が当初予定より増加したことに伴う委託料の増
　委託料　880千円

【歳入】
住宅・建築物耐震改修等事業費社会資本整備総合交付金（防災・安全
交付金）（国庫支出金）　440千円
既存建築物の耐震診断事業補助金（県支出金）220千円

・南分署・荒川沖消防署を統合した新消防署庁舎の候補地選定に向
け、土地評価業務を行うための鑑定料の増
　鑑定料　5,313千円
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9　教育費 1　教育総務 2　事務局費 10,000 10,000 0 地域スポーツ・文化クラブ運営事業（指導課） 10,000
費

333 333 台南市小学生との交流推進事業（指導課） 333

2　小学校費 1　学校管理 2,680 1,340 1,340 小学校管理事務事業（学務課） 2,680
費

3　中学校費 1　学校管理 1,000 500 500 中学校管理事務事業（学務課） 1,000

費

2,331 776 1,555 中学校医療的ケア児支援事業（学務課） 2,331

4　社会教育 2　文化財保 1,614 1,614 埋蔵文化財保護事業（文化振興課） 1,614

費 護費

12　青少年の 4,426 4,426 青少年の家管理運営事業（生涯学習課） 4,426

家管理費

一般財源 1,581,112

●駐車場事業特別会計繰入金5,000千円

●後期高齢者医療特別会計繰入金1,510千円

●介護保険特別会計繰入金　791千円

●繰越金　1,573,811千円

500 1,500歳出合計 1,686,127 103,015

・友好交流都市である台南市の小学生との交流のための動画制作に
伴う委託料の増
　委託料　333千円

・小学校の教室における効果的な換気の実施に必要となる換気対策物
品を未配備校に配備するための消耗品費等の増
　消耗品費　2,560千円
　備品購入費　120千円

【歳入】
学校保健特別対策事業費補助金（国庫支出金）　1,340千円

・中学校の教室における効果的な換気の実施に必要となる換気対策物
品を未配備校に配備するための消耗品費の増
　消耗品費　1,000千円

【歳入】
学校保健特別対策事業費補助金（国庫支出金）　500千円

・医療的ケアが必要な児童が市内中学校に転校することに伴う、看護
師の派遣委託料の増
　委託料　2,331千円

【歳入】
教育支援体制整備事業費補助金（国庫支出金）　776千円

・埋蔵文化財の試掘・確認調査の件数が大幅に増加したことによる工
事請負費の増
　工事請負費　1,614千円

・施設解体の事前調査として、アスベスト含有調査を実施するための委
託料の増
　委託料　4,426千円

1,581,112

・地域クラブ活動への移行に向けた実証事業において、重点地域にお
ける政策課題に対応するための委託料の増
　委託料　10,000千円

【歳入】
部活動地域移行等委託金（県支出金）　10,000千円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



13 

 

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

33,343 31,806 1,537 市営駐車場管理運営事業（公園・施設管理課） 33,343

・駅西駐車場の老朽化による外壁改修工事に伴う工事請負費の増

　工事請負費　33,343千円

【歳入】
駐車場指定管理者納付金(雑入)　31,797千円
積立金収入　9千円

10,277 10,277 令和５年度決算剰余金の処分等に関する補正 10,277

（公園・施設管理課）

・駐車場財政調整基金積立金　5,277千円
・一般会計繰出金　5,000千円

43,620 0 0 31,806 11,814

2,258 1,870 388 賦課徴収事業（国保年金課） 2,258

・健康保険証とマイナンバーカードの一体化に伴うシステム改修委託料の増

21,604 21,604 令和５年度決算剰余金の処分等に関する補正（国保年金課） 21,604

・国民健康保険財政調整基金積立金　21,604千円

23,862 1,870 0 0 21,992

1,510 1,510 令和５年度決算剰余金の処分等に関する補正（国保年金課） 1,510

・一般会計繰出金　1,510千円

1,510 0 0 0 1,510

▲ 5,699 ▲ 5,699 職員人件費（人事課） ▲ 5,699

　一般職給　▲2,997千円
　退職手当負担金　▲404千円
　手当仮置　▲1,333千円
　職員共済組合負担金　▲965千円

5,699 5,699 職員人件費（人事課） 5,699

107,401 24,354 83,047 令和５年度決算剰余金の処分等に関する補正（高齢福祉課） 107,401

・介護給付費準備基金積立金　34,154千円

・国庫支出金返還金　44,516千円

・県支出金返還金　27,143千円

・支払基金交付金返還金　1,322千円

・一般会計繰出金　266千円

525 525 重層的支援体制整備事業繰出金（高齢福祉課） 525

・過年度分重層的支援体制整備事業の実績に伴う繰出金の増

　繰出金　525千円

107,926 0 0 24,354 83,572

一般財源 118,888

●繰越金（駐車場）　11,814千円

●財政調整基金繰入金（国民健康保険）　388千円

●繰越金（国民健康保険）　21,604千円

●繰越金（後期高齢者医療）　1,510千円

●繰越金（介護保険（保険事業勘定））　83,572千円

・4月1日付け人事異動に伴う配置職員数の増減による一般管理費人件費の減

・4月1日付け人事異動に伴う配置職員数の増減による一般介護予防事業費人
件費の増
　一般職給　2,997千円
　退職手当負担金　404千円
　手当仮置　1,333千円
　職員共済組合負担金　965千円

56,160 118,888

補正予算額

小　計

後 期 高 齢 者 医 療

0

駐 車 場

小　計

国 民 健 康 保 険

176,918

小　計

歳出合計 1,870

補正予算の財源内訳
備　　考

　委託料　2,258千円

【歳入】
マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向けたシステム改修等事業費補助
金（国庫支出金）　1,870千円

小　計

介 護 保 険 （ 保 険 事 業 勘 定 ）

特　別　会　計 　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

会　　計　　名
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【契約・財産の取得 ４件】 

 

 

 

 

１ 議案第７１号 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良建築主体工事請負契約

の締結について                

 

  

区      分 事 項 

名 称 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良建築主体工事請負契約 

工 事 場 所 土浦市乙戸南二丁目地内 

工 事 内 容 

【校舎棟】 

 外部：屋根、庇及びバルコニー防水・樋改修、外壁改修、建具改修、 

    屋外トイレ防水改修 外 

 内部：内部改修、建具改修、塗装改修、仕上げ改修、昇降機設置（杭基

礎） 外 

【屋内運動場棟】 

 外部：屋根・樋改修、外壁改修、庇上防水改修 外 

 内部：内部改修、建具改修、多目的トイレ設置 外 

【渡り廊下】 

 屋根・腰壁・樋改修、塗装改修 外 

契 約 金 額 867,900,000 円 

契 約 の 相 手 方 

山本・折本特定建設工事共同企業体 

【代表構成員】 

 土浦市東崎町 11番 5号 

 株式会社 山本工務店 

 代表取締役 山本 一廣 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

【参考】 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得に関する条例 

      第 2条 予定価格 1億 5,000 万円以上の工事又は製造の請負契約 

      第 3条 予定価格 2,000 万円以上の不動産又は動産の買入れ、売払い 

(土地については、1件 5,000 平方メートル以上) 
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２ 議案第７２号 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良電気設備工事請負契約

の締結について 

 

３ 議案第７３号 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良機械設備工事請負契約

の締結について 

 

区      分 事 項 

名 称 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良電気設備工事請負契約 

工 事 場 所 土浦市乙戸南二丁目地内 

工 事 内 容 

【校舎棟】 

 高圧受変電設備工事、幹線設備工事、電灯動力設備工事、弱電設備改修

工事、動力設備工事、電灯コンセント設備工事 外 

【屋内運動場棟】 

 幹線設備工事、電灯コンセント設備工事、放送設備工事、ローカル放送

設備工事、防犯用インカム設備工事 外 

契 約 金 額 183,535,000 円 

契 約 の 相 手 方 

土浦市卸町二丁目 8番 14 号 

株式会社 星総合設備 

代表取締役 堀越 大介 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

区      分 事 項 

名 称 乙戸小学校校舎棟及び屋内運動場棟長寿命化改良機械設備工事請負契約 

工 事 場 所 土浦市乙戸南二丁目地内 

工 事 内 容 
衛生設備器具改修工事、屋内外給排水設備改修工事、消火設備改修工事、

空気調和設備改修工事、換気設備改修工事、ガス設備改修工事 外 

契 約 金 額 205,172,000 円 

契 約 の 相 手 方 

土浦市高岡 2390 番地 1 

山田空調設備株式会社 

代表取締役 山田 剛 

契 約 の 方 法 一般競争入札 
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４ 議案第７４号 財産の取得について（財産の取得について（荒川沖消防署配置水槽付消防

ポンプ自動車（Ⅱ型）購入）） 

 

  

区 分 事 項 

名 称 荒川沖消防署配置水槽付消防ポンプ自動車（Ⅱ型）購入 

契 約 金 額 74,910,000 円 

契 約 の 相 手 方 

東京都八王子市中野上町二丁目 31番 1号 

日本機械工業株式会社 本社営業部 

部長 山下 康弘 

契 約 の 方 法 指名競争入札 
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【市道の認定等 ２件】 

１ 議案第７５号 市道の路線の認定について           

 

1 中都 38号線 

 

概要 民間会社の開発行為に伴う認定 

延長 33.30ｍ 

幅員 8.21～15.46ｍ 

 

     

 
位置図 

中都３８号線 

開発区域 

市立都和小学校 
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2 真鍋四丁目 14号線 

 

概要 民間会社の開発行為に伴う認定 

延長 73.42ｍ 

幅員 6.01～9.01ｍ 

 

     

 

位置図 

開発区域 

真鍋四丁目１４号線 

市立土浦第二中学校 
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２ 議案第７６号 市道の路線の廃止について            

1 並木四丁目 7号線 概要 隣接地所有者への払下げに伴う廃止 

延長 71.65ｍ 

   

 

位置図 

土浦北インター 

並木四丁目７号線 
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【その他の単独議案 １件】                 

 １ 議案第７７号 茨城租税債権管理機構規約の一部変更に関する協議について   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

議 決 事 項    
森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律の施行に伴い、文言の

整理を行う規約変更に関する協議 

規約の主な変更内容 

● 森林環境税を賦課徴収することに伴い、機構の共同処理する事務

の文言を整理 

【改正前】     【改正後】 

  「地方税に係る」  ⇒  「地方税及び国税に係る」 

【参考】 地方自治法（抜粋） 

     一部事務組合 

 第 286 条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体の数を増減し若しくは共同処理

する事務を変更し、又は一部事務組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共

団体の協議によりこれを定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他の

ものにあっては都道府県知事の許可を受けなければならない。 

  第 290 条 第 284 条第 2項、第 286 条及び前二条の協議については、関係地方公共団体の

議会の議決を経なければならない。 
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令和６年第３回市議会定例会 認定 

(単位：千円)

歳　入 歳　出 歳　入 歳　出 歳　入 歳　出

322,385 256,941 550,635 367,678 ▲ 228,250 ▲ 110,737

会　計
令和５年度 令和４年度 増　減

一般会計

(単位：千円)

歳　入 歳　出 歳　入 歳　出 歳　入 歳　出

64,120,127 61,026,655 61,196,819 57,226,773 2,923,308 3,799,882

公用先 361,280 361,280 573,073 573,073 ▲ 211,793 ▲ 211,793

駐車場 88,890 77,075 151,017 135,468 ▲ 62,127 ▲ 58,393

国民健康保険 13,462,548 13,440,943 13,613,056 13,533,874 ▲ 150,508 ▲ 92,931

後期高齢者医療 2,242,978 2,241,468 2,173,194 2,169,293 69,784 72,175

介護保険 12,581,394 12,497,821 12,161,625 11,934,638 419,769 563,183

農業集落排水 131,946 73,237 115,685 115,183 16,261 ▲ 41,946

28,869,036 28,691,824 28,787,650 28,461,529 81,386 230,295

92,989,163 89,718,479 89,984,469 85,688,302 3,004,694 4,030,177

増　減

一般会計

特
別
会
計

　特別会計　計

総　計

会　計
令和５年度 令和４年度

(単位：千円)

歳　入 歳　出 歳　入 歳　出 歳　入 歳　出

収益的収支 4,507,751 4,059,181 4,474,844 4,177,207 32,907 ▲ 118,026

資本的収支 1,693,084 3,024,665 1,007,508 2,479,551 685,576 545,114

総　計 6,200,835 7,083,846 5,482,352 6,656,758 718,483 427,088

区　分
令和５年度 令和４年度 増　減

(単位：千円)

歳　入 歳　出 歳　入 歳　出 歳　入 歳　出

収益的収支 3,565,958 3,377,470 3,550,269 3,271,237 15,689 106,233

資本的収支 59,000 951,374 219,150 1,116,101 ▲ 160,150 ▲ 164,727

総　計 3,624,958 4,328,844 3,769,419 4,387,338 ▲ 144,461 ▲ 58,494

区　分
令和５年度 令和４年度 増　減

 

 

 

【決算 ４件】 

１ 認定第１号 令和５年度土浦市歳入歳出決算の認定について     

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２ 認定第２号 令和５年度土浦市水道事業会計決算の認定について   

 

 

 

  

 

 

３ 認定第３号 令和５年度土浦市下水道事業会計決算の認定について   

 

 

 

 

 

 

４ 認定第４号 令和５年度土浦・かすみがうら土地区画整理一部事務組合一般会計歳入 

        歳出決算の認定について 

  

【参考】 

地方自治法施行令（抜粋） 

 廃置分合の場合の事務の承継並びに消滅団体の収支決算 

第 5 条第 3 項 消滅した普通地方公共団体の決算は、事務を承継した各普通地方公共団体の長に

おいて監査委員の審査に付し、その意見を付けて議会の認定に付さなければならない。  
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令和６年第３回市議会定例会 諮問 

令和６年第３回市議会定例会最終日追加議案 
 

 

 

【人事 １件】(最終日提出)              

１ 議案第７８号 土浦市教育委員会委員の任命の同意について    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人事 １件】（最終日提出）                

１ 諮問第 １号 人権擁護委員候補者の推薦について       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

人権擁護委員の構成等 

 （1）委員数  10 名 
 （2）委 嘱  市長が推薦し、法務大臣が委嘱 
 （3）任 期  3年間 
  

 候補者の年齢制限 

法務省において、人権擁護委員活動の活性化を図る観点から、運用基準を定めている。 
   ・新任 ⇒ 68 歳以下の者 
   ・再任 ⇒ 75 歳未満の者 
   （年令の基準日：市町村長が法務大臣に対して候補者を推薦するとき） 

【参考】 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第 4 条 教育長は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育行政に関

し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

２ 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、学術及び文化

に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

第 5 条 教育長の任期は三年とし、委員の任期は四年とする。ただし、補欠の教育長又は委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 


